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議案第２２号

令和５年度城里町国民健康保険特別会計予算

令和５年度城里町の国民健康保険特別会計（事業勘定）の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，１６５，１０５千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、１００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することがで

きる場合は、次のとおりと定める。

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用。

令和５年 ３月 ７日 提 出

城里町長 上遠野 修

令和５年　 ３月１７日　可　決
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第 １ 表 歳　入　歳　出　予　算

歳　　入 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　  　額

 1. 国 民 健 康 保 険 税 373,102     

 1. 国 民 健 康 保 険 税 373,102     

 2. 使 用 料 及 び 手 数 料 201     

 1. 手 数 料 201     

 3. 国 庫 支 出 金 1     

 1. 国 庫 補 助 金 1     

 4. 県 支 出 金 1,637,901     

 1. 県 補 助 金 1,637,901     

 5. 財 産 収 入 91     

 1. 財 産 運 用 収 入 91     

 6. 繰 入 金 134,642     

 1. 他 会 計 繰 入 金 134,641     

 2. 基 金 繰 入 金 1     

 7. 繰 越 金 10,001     

 1. 繰 越 金 10,001     

 8. 諸 収 入 9,166     

 1. 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 5,023     

 2. 受 託 事 業 収 入 1     

 3. 雑 入 4,142     

 　　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 2,165,105     



歳　　出 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　  　額

 1. 総 務 費 58,433     

 1. 総 務 管 理 費 52,065     

 2. 徴 収 費 6,116     

 3. 運 営 協 議 会 費 252     

 2. 保 険 給 付 費 1,531,610     

 1. 療 養 諸 費 1,319,744     

 2. 高 額 療 養 費 202,830     

 3. 移 送 費 100     

 4. 出 産 育 児 諸 費 6,003     

 5. 葬 祭 諸 費 2,500     

 6. 傷 病 手 当 金 433     

 3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 478,816     

 1. 医 療 給 付 費 分 299,024     

 2. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 138,989     

 3. 介 護 納 付 金 分 40,803     

 4. 共 同 事 業 拠 出 金 2     

 1. 共 同 事 業 拠 出 金 2     

 5. 保 健 事 業 費 35,310     

 1. 保 健 事 業 費 5,286     

 2. 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 30,024     

 6. 基 金 積 立 金 35,833     

 1. 基 金 積 立 金 35,833     
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（単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　  　額

 7. 公 債 費 75     

 1. 公 債 費 75     

 8. 諸 支 出 金 15,026     

 1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 2,697     

 2. 延 滞 金 1     

 3. 繰 出 金 12,328     

 9. 予 備 費 10,000     

 1. 予 備 費 10,000     

 　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 2,165,105     



国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入歳出予算事項別明細書 



 

 

.



１．総　括
歳　　入 （単位　千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

 1. 国 民 健 康 保 険 税 373,102 371,008 2,094 

 2. 使 用 料 及 び 手 数 料 201 201 0 

 3. 国 庫 支 出 金 1 1 0 

 4. 県 支 出 金 1,637,901 1,709,552 △71,651 

 5. 財 産 収 入 91 93 △2 

 6. 繰 入 金 134,642 173,177 △38,535 

 7. 繰 越 金 10,001 10,001 0 

 8. 諸 収 入 9,166 9,521 △355 

　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 2,165,105 2,273,554 △108,449 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款
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歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 総 務 費 58,433 60,224 △1,791 2   58,431 

 2. 保 険 給 付 費 1,531,610 1,599,571 △67,961 1,523,106   8,504 

 3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 478,816 423,086 55,730 89,476   389,340 

 4. 共 同 事 業 拠 出 金 2 2 0    2 

 5. 保 健 事 業 費 35,310 34,754 556 12,990  3,134 19,186 

 6. 基 金 積 立 金 35,833 130,918 △95,085   91 35,742 

 7. 公 債 費 75 75 0    75 

 8. 諸 支 出 金 15,026 14,924 102 12,328  1 2,697 

 9. 予 備 費 10,000 10,000 0    10,000 

　　歳     出     合     計 2,165,105 2,273,554 △108,449 1,637,902  3,226 523,977 

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特      定      財      源款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
一 般 財 源



２．歳  入

(款)  1.国民健康保険税 (項)  1.国民健康保険税 （単位　千円）

金　　額

 1.一般被保険者国民健 373,096 370,889 2,207  1.医療給付費分現年 234,694 医療給付費分現年課税普通徴収分 195,900

康 保 険 税 課 税 分 医療給付費分現年課税特別徴収分 38,794

 2.後期高齢者支援金 95,087 後期高齢者支援金分現年課税普通徴収分 79,062

分 現 年 課 税 分 後期高齢者支援金分現年課税特別徴収分 16,025

 3.介護納付金分現年 28,993 介護納付金分現年課税分

課 税 分

 4.医療給付費分滞納 9,219 医療給付費分滞納繰越分

繰 越 分

 5.後期高齢者支援金 3,749 後期高齢者支援金分滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 6.介護納付金分滞納 1,354 介護納付金分滞納繰越分

繰 越 分

 2.退職被保険者等国民 6 119 △113  1.医療給付費分滞納 4 医療給付費分滞納繰越分

健 康 保 険 税 繰 越 分

 2.後期高齢者支援金 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 3.介護納付金分滞納 1 介護納付金分滞納繰越分

繰 越 分

　　　 計 373,102 371,008 2,094

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1.手 数 料 201 201 0  1.総 務 手 数 料 1 総務手数料

 2.督 促 手 数 料 200 督促手数料

　　　 計 201 201 0

(款)  3.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.災害臨時特例補助金 1 1 0  1.災害臨時特例補助 1 災害臨時特例補助金

金

　　　 計 1 1 0

節

区　　　分
目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　　　　明
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(款)  4.県支出金 (項)  1.県補助金 （単位　千円）

金　　額

 1.保険給付費等交付金 1,637,900 1,709,551 △71,651  1.普 通 交 付 金 1,522,674 普通交付金

 2.特別交付金・保険 11,823 保険者努力支援分 8,133

者 努 力 支 援 分 保健事業分 3,690

 3.特別交付金・特別 8,651 特別調整交付金分（市町村分）

調整交付金分（市

町 村 分 ）

 4.特別交付金・県繰 85,452 県繰入金（２号分）

入 金 （ ２ 号 分 ）

 5.特別交付金・特定 9,300 特定健康診査等負担金

健康診査等負担金

 2.財政安定化基金交付 1 1 0  1.財政安定化基金交 1 財政安定化基金交付金

金 付 金

　　　 計 1,637,901 1,709,552 △71,651

(款)  5.財産収入 (項)  1.財産運用収入

 1.利 子 及 び 配 当 金 91 93 △2  1.利 子 及 び 配 当 金 91 基金積立金利子

　　　 計 91 93 △2

(款)  6.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1.一 般 会 計 繰 入 金 134,641 173,176 △38,535  1.保険基盤安定繰入 45,953 医療分 29,518

金（保険税軽減分 支援金分 11,947

） 介護分 4,488

 2.保険基盤安定繰入 32,854 医療分 21,615

金（保険者支援分 支援金分 8,776

） 介護分 2,463

 3.職員給与費等繰入 50,972 職員給与費等繰入金

金

 4.出産育児一時金等 4,000 出産育児一時金等繰入金

繰 入 金

 6.未就学児均等割繰 861 未就学児均等割繰入金

入 金

節

区　　　分
目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　　　　明



 7.そ の 他 繰 入 金 1 その他繰入金

　　　 計 134,641 173,176 △38,535

(款)  6.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1.基 金 繰 入 金 1 1 0  1.基 金 繰 入 金 1 国保支払準備基金繰入金

　　　 計 1 1 0

(款)  7.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰 越 金 10,001 10,001 0  1.繰 越 金 10,001 療養給付費等交付金繰越金 1

前年度その他繰越金 10,000

　　　 計 10,001 10,001 0

(款)  8.諸収入 (項)  1.延滞金、加算金及び過料

 1.延 滞 金 5,020 5,020 0  1.一般被保険者延滞 5,000 一般被保険者延滞金

金

 2.退職被保険者等延 20 退職被保険者等延滞金

滞 金

 2.加 算 金 2 2 0  1.一般被保険者加算 1 一般被保険者加算金

金

 2.退職被保険者等加 1 退職被保険者等加算金

算 金

 3.過 料 1 1 0  1.過 料 1 過料

　　　 計 5,023 5,023 0

(款)  8.諸収入 (項)  2.受託事業収入

 1.特定健康診査等受託 1 1 0  1.特定健康診査等受 1 特定健康診査等受託料

料 託 料

　　　 計 1 1 0

(款)  8.諸収入 (項)  3.雑入

 1.一般被保険者第三者 1,001 1,001 0  1.現 物 給 付 分 1,000 一般被保険者第三者納付金現物給付分

納 付 金  2.現 金 給 付 分 1 一般被保険者第三者納付金現金給付分
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（単位　千円）

金　　額

 2.退職被保険者等第三 2 2 0  1.現 物 給 付 分 1 退職被保険者等第三者納付金現物給付分

者 納 付 金  2.現 金 給 付 分 1 退職被保険者等第三者納付金現金給付分

 3.一般被保険者返納金 2 2 0  1.現 物 給 付 分 1 一般被保険者返納金現物給付分

 2.現 金 給 付 分 1 一般被保険者返納金現金給付分

 4.退職被保険者等返納 2 2 0  1.現 物 給 付 分 1 退職被保険者等返納金現物給付分

金  2.現 金 給 付 分 1 退職被保険者等返納金現金給付分

 5.特定健康診査等負担 1 1 0  1.過 年 度 分 1 特定健康診査等負担金過年度分

金

 6.特定健康診査個人負 2,115 2,115 0  1.現 年 度 分 2,115 特定健康診査個人負担金現年度分

担 金

 7.前期高齢者一部負担 1 1 0  1.前期高齢者一部負 1 前期高齢者一部負担金軽減分

金 軽 減 分 担 金 軽 減 分

 8.雑 入 1,018 1,373 △355  1.雑 入 1,018 雑入 68

広域連合委託料 950

　　　 計 4,142 4,497 △355

節

区　　　分
目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　　　　明



３．歳  出

（款）  1.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.一般管理 50,974 52,727 △1,753 2 50,972  2.給 料 21,066 一般職

費  3.職員手 14,474 期末手当（一般職） 4,413

当 等 勤勉手当 3,677

時間外手当 2,150

管理職手当 300

通勤手当（一般職） 760

住居手当 330

退職手当組合負担金（一般職） 2,844

 4.共済費 6,976 職員共済組合負担金（一般職） 6,594

職員共済組合追加費用等負担金 382

 8.旅 費 38 普通旅費

10.需用費 346 消耗品費 312

印刷製本費 34

11.役務費 2,277 通信運搬費 1,038

手数料 1,239

12.委託料 3,411 電算処理委託

13.使用料 2,386 国民健康保険システム使用料 2,178

及び賃 機器使用料 208

借 料

 2.国民健康 1,091 1,102 △11 1,091 18.負担金 1,091 負担金

保険団体 、補助 　県国保連合会負担金 945

連合会負 及び交 　第三者行為求償事務負担金 22

担 金 付 金 　運営負担金 124

　計 52,065 53,829 △1,764 2 52,063

（款）  1.総務費 （項）  2.徴収費

 1.賦課徴収 6,116 6,143 △27 6,116 10.需用費 191 消耗品費 10

費 印刷製本費 181

11.役務費 774 通信運搬費 589

手数料 185

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

12.委託料 3,567 電算処理委託

13.使用料 1,584 税収納即時処理システム使用料 924

及び賃 税遡及賦課処理システム使用料 660

借 料

　計 6,116 6,143 △27 6,116

（款）  1.総務費 （項）  3.運営協議会費

 1.運営協議 252 252 0 252  1.報 酬 182 運営協議会委員

会 費 10.需用費 5 食糧費

18.負担金 65 負担金

、補助 　県国保運協会会長会負担金

及び交

付 金

　計 252 252 0 252

（款）  2.保険給付費 （項）  1.療養諸費

 1.一般被保 1,303,749 1,360,787 △57,038 1,303,749 18.負担金 1,303,749 負担金

険者療養 、補助 　一般被保険者療養給付費

給 付 費 及び交

付 金

 2.退職被保 500 500 0 500 18.負担金 500 負担金

険者等療 、補助 　退職被保険者等療養給付費

養給付費 及び交

付 金

 3.一般被保 8,602 8,286 316 8,602 18.負担金 8,602 負担金

険者療養 、補助 　一般被保険者療養費

費 及び交

付 金

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



 4.退職被保 50 50 0 50 18.負担金 50 負担金

険者等療 、補助 　退職被保険者等療養費

養 費 及び交

付 金

 5.審査支払 6,843 6,843 0 6,843 11.役務費 6,843 手数料

手 数 料

　計 1,319,744 1,376,466 △56,722 1,319,744

（款）  2.保険給付費 （項）  2.高額療養費

 1.一般被保 202,390 213,760 △11,370 202,390 18.負担金 202,390 負担金

険者高額 、補助 　一般被保険者高額療養費

療 養 費 及び交

付 金

 2.退職被保 100 100 0 100 18.負担金 100 負担金

険者等高 、補助 　退職被保険者等高額療養費

額療養費 及び交

付 金

 3.一般被保 240 240 0 240 18.負担金 240 負担金

険者高額 、補助 　一般被保険者高額介護合算療養費

介護合算 及び交 　負担金

療 養 費 付 金

 4.退職被保 100 100 0 100 18.負担金 100 負担金

険者等高 、補助 　退職被保険者等高額介護合算療養

額介護合 及び交 　費負担金

算療養費 付 金

　計 202,830 214,200 △11,370 202,830

（款）  2.保険給付費 （項）  3.移送費

 1.一般被保 50 50 0 50 18.負担金 50 負担金

険者移送 、補助 　一般被保険者移送費

費 及び交

付 金
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.退職被保 50 50 0 50 18.負担金 50 負担金

険者等移 、補助 　退職被保険者等移送費

送 費 及び交

付 金

　計 100 100 0 100

（款）  2.保険給付費 （項）  4.出産育児諸費

 1.出産育児 6,000 6,300 △300 6,000 18.負担金 6,000 負担金

一 時 金 、補助 　出産育児一時金

及び交

付 金

 2.審査支払 3 4 △1 3 11.役務費 3 手数料

手 数 料

　計 6,003 6,304 △301 6,003

（款）  2.保険給付費 （項）  5.葬祭諸費

 1.葬 祭 費 2,500 2,500 0 2,500 18.負担金 2,500 負担金

、補助 　葬祭費

及び交

付 金

　計 2,500 2,500 0 2,500

（款）  2.保険給付費 （項）  6.傷病手当金

 1.傷病手当 433 1 432 432 1 18.負担金 433 負担金

金 、補助 　傷病手当金

及び交

付 金

　計 433 1 432 432 1

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  1.医療給付費分

 1.一般被保 299,023 262,589 36,434 89,476 209,547 18.負担金 299,023 負担金

険者医療 、補助 　一般被保険者医療給付費分

給付費分 及び交

付 金

 2.退職被保 1 1 0 1 18.負担金 1 負担金

険者等医 、補助 　退職被保険者等医療給付費分

療給付費 及び交

分 付 金

　計 299,024 262,590 36,434 89,476 209,548

（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  2.後期高齢者支援金等分

 1.一般被保 138,988 119,625 19,363 138,988 18.負担金 138,988 負担金

険者後期 、補助 　一般被保険者後期高齢者支援金等

高齢者支 及び交 　分

援金等分 付 金

 2.退職被保 1 1 0 1 18.負担金 1 負担金

険者等後 、補助 　退職者被保険者等後期高齢者支援

期高齢者 及び交 　金等分

支援金等 付 金

分

　計 138,989 119,626 19,363 138,989

（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  3.介護納付金分

 1.介護納付 40,803 40,870 △67 40,803 18.負担金 40,803 負担金

金 分 、補助 　介護納付金分

及び交

付 金

　計 40,803 40,870 △67 40,803
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（款）  4.共同事業拠出金 （項）  1.共同事業拠出金 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.共同事業 2 2 0 2 18.負担金 2 負担金

拠 出 金 、補助 　年金受給権者リスト作成経費等

及び交

付 金

　計 2 2 0 2

（款）  5.保健事業費 （項）  1.保健事業費

 1.疾病予防 5,286 5,296 △10 68 5,218  7.報償費 116 報償金

費 　講師謝礼

10.需用費 56 消耗品費 49

賄材料費 7

12.委託料 4,923 脳ドック・人間ドック委託 4,525

健康教室委託 398

13.使用料 191 健康増進施設使用料 187

及び賃 駐車場使用料 4

借 料

　計 5,286 5,296 △10 68 5,218

（款）  5.保健事業費 （項）  2.特定健康診査等事業費

 1.特定健康 30,024 29,458 566 12,990 3,066 13,968  1.報 酬 2,149 会計年度任用職員

診査等事  3.職員手 448 期末手当（会計年度任用職員）

業 費 当 等

 4.共済費 442 社会保険料負担金 251

雇用保険料 28

職員共済組合負担金（会計年度任用

職員） 163

 7.報償費 560 報償金

　謝金

 8.旅 費 171 費用弁償

10.需用費 218 消耗品費 150

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



印刷製本費 68

11.役務費 308 通信運搬費 67

手数料 241

12.委託料 25,051 特定健診委託 20,684

システム保守管理委託 126

受診勧奨業務委託 3,691

データヘルス計画等策定支援委託 550

13.使用料 264 特定健診システム使用料

及び賃

借 料

18.負担金 413 負担金

、補助 　特定健康診査等データ管理システ

及び交 　ム負担金

付 金

　計 30,024 29,458 566 12,990 3,066 13,968

（款）  6.基金積立金 （項）  1.基金積立金

 1.基金積立 35,833 130,918 △95,085 91 35,742 24.積立金 35,833 国民健康保険支払準備基金

金

　計 35,833 130,918 △95,085 91 35,742

（款）  7.公債費 （項）  1.公債費

 1.利 子 75 75 0 75 22.償還金 75 一時借入金利子

、利子

及び割

引 料

　計 75 75 0 75

（款）  8.諸支出金 （項）  1.償還金及び還付加算金

 1.一般被保 2,500 2,500 0 2,500 22.償還金 2,500 過誤納還付金及び加算金

険者保険 、利子

税還付金 及び割

引 料
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.退職被保 80 80 0 80 22.償還金 80 過誤納還付金及び加算金

険者等保 、利子

険税還付 及び割

金 引 料

 3.一般被保 108 108 0 108 22.償還金 108 過誤納還付金及び加算金

険者保険 、利子

税還付加 及び割

算 金 引 料

 4.退職被保 4 4 0 4 22.償還金 4 過誤納還付金及び加算金

険者等保 、利子

険税還付 及び割

加 算 金 引 料

 5.保険給付 1 1 0 1 22.償還金 1 交付金返還金

費等交付 、利子

金償還金 及び割

引 料

 6.療養給付 1 1 0 1 22.償還金 1 負担金返還金

費等負担 、利子

金償還金 及び割

引 料

 7.療養給付 1 1 0 1 22.償還金 1 交付金返還金

費等交付 、利子

金償還金 及び割

引 料

 8.特定健康 1 1 0 1 22.償還金 1 負担金返還金

診査等負 、利子

担金償還 及び割

金 引 料

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



 9.前期高齢 1 1 0 1 22.償還金 1 一部負担金還付金

者一部負 、利子

担金還付 及び割

金 引 料

　計 2,697 2,697 0 1 2,696

（款）  8.諸支出金 （項）  2.延滞金

 1.延 滞 金 1 1 0 1 21.補償、 1 補填金

補填及 　延滞金

び賠償

金

　計 1 1 0 1

（款）  8.諸支出金 （項）  3.繰出金

 1.直営診療 12,328 12,226 102 12,328 27.繰出金 12,328 国民健康保険特別会計（施設勘定）

施設勘定 繰出金

繰 出 金

　計 12,328 12,226 102 12,328

（款）  9.予備費 （項）  1.予備費

 1.予 備 費 10,000 10,000 0 10,000

　計 10,000 10,000 0 10,000
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（単位　千円）

（人）

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

12 182 182 182

計 12 182 182 182

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

12 182 182 182

計 12 182 182 182

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

計

給　与　費　明　細　書

１．特　別　職

区　　　　分

給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　考職 員 数
報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較



（単位　千円）

（人）

7 2,149 21,066 14,922 38,137 7,418 45,555

7 2,119 22,023 15,303 39,445 7,578 47,023

30 △957 △381 △1,308 △160 △1,468

（単位　千円）

本　年　度 4,861 3,677 2,150 300 760 330 2,844

職員手当の
前　年　度 78 4,836 3,884 2,236 240 725 330 2,974

比　　　較 △78 25 △207 △86 60 35 △130

内　　　訳
本　年　度

前　年　度

比　　　較

２．一 般 職

　(１) 総　括

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当
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（単位　千円）

（人）

6 21,066 14,474 35,540 6,976 42,516

6 22,023 14,879 36,902 7,088 43,990

△957 △405 △1,362 △112 △1,474

（単位　千円）

本　年　度 4,413 3,677 2,150 300 760 330 2,844

職員手当の
前　年　度 78 4,412 3,884 2,236 240 725 330 2,974

比　　　較 △78 1 △207 △86 60 35 △130

内　　　訳
本　年　度

前　年　度

比　　　較

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当



（単位　千円）

（人）

1 2,149 448 2,597 442 3,039

1 2,119 424 2,543 490 3,033

30 24 54 △48 6

（単位　千円）

本　年　度 448

職員手当の
前　年　度 424

比　　　較 24

内　　　訳
本　年　度

前　年　度

比　　　較

　　イ　会計年度任用職員

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細
（単位　千円）

区　  分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　 明 備　　　　　　　　　  　   考

　給与改定の状況

　　　　　　給与の改定率        0.35％

給与改定に伴う増減分 19 　　　　　　給与改定の実施時期     4月

　　　　　　給与の改定率       　   ％

　　　　　　給与改定の実施時期      月

　平均昇給率　　2.04％

　昇給期別職員数　　（昇給期）　　（職員数）

　　　　　　　　　　　　1月　　　　  5人

普通昇給に伴う増加分 105

昇給期間短縮に伴う増加分

　職員数

　　（現に在職する職員数）   （その他）      計

　本年度      　  6人              人       　 6人

　前年度          6人              人          6人

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,081 　増　減           人              人           人

制度改正に伴う増減分

　期末勤勉手当の支給率

　　　　　　支給期　　6月       12月         計

そ の 他 の 増 減 分 △ 405 　　　　　　支給率　  2.20　     2.20        4.40

　　　　　　支給期　　6月       12月         計

　　　　　　支給率　  2.15　     2.15        4.30

給   料 △ 957

職員手当 △ 405

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度本年度本年度



(３) 給料及び職員手当の状況

  ア　職員１人当たり給与

 平均給料月額 円

令和５年１月１日現在  平均給与月額 円

 平 均 年 令 歳

 平均給料月額 円

令和４年１月１日現在  平均給与月額 円

 平 均 年 令 歳

  イ　初　任　給

高  　　校　  　卒

大　 　 学　  　卒

                区　         　　　　分 一   般   行   政   職 技   能   労   務   職

298,140 

331,912 

40.03 

305,583 

326,673 

41.54 

国 の 制 度

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

 154,600 円　 151,900 円　  154,600 円　 151,900 円　

 185,200 円　  185,200 円　

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
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  ウ  級別職員数

一   般   行   政   職 技   能   労   務   職

 　1 16.675

　 2 33.300

 　1 16.675

 　1 16.675

　 1 16.675

　 6 100.0

 　1 16.7

　 2 33.3

 　2 33.3

　 1 16.7

　 6 100.0

（級別の基準となる職務）

区　  　分 １　級 ２  級 ３  級 ４  級 ５　級

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1     級 1     級

2     〃 2     〃

3     〃 3     〃

4     〃

5     〃

6     〃

計 計

1     級 1     級

2     〃 2     〃

3     〃 3     〃

4     〃

5     〃

6     〃

計 計

６  級

区　　分

一　般　行　政　職

主 事 補
技 師 補
主　　事
技　　師
参　　与

主　　事
技　　師
参　　与

主　　幹
技　　幹
係　　長

主    査
技　　査
係　　長

参　　事
補　　佐
支 所 長
所　　長
館　　長

参　　事
課　　長
局　　長

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在



 エ 　期末手当、勤勉手当

本   年   度

前   年   度

国 の 制 度

  オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度
（月分）

定年退職特別昇給 備      考

支 給 率 等 47.709 47.709 な    し

国 の 制 度
（支給率等）

47.709 47.709 な    し

  カ　その他の手当

支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

2.200 2.200 4.40 有

2.150 2.150 4.30 有

2.200 2.200 4.40 有

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

勧奨退職特別昇給

24.586875 33.27075 な    し な　　し

24.586875 33.27075 な    し な　　し

区　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

区 分
支　給　率　計
（月　　分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備 考
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令和５年度城里町国民健康保険特別会計予算

令和５年度城里町の国民健康保険特別会計（施設勘定）の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２７，３９６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。

（一時借入金）

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と

定める。

令和５年 ３月 ７日 提 出

城里町長 上遠野 修

令和５年　３月１７日　可　決
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第 １ 表 歳　入　歳　出　予　算

歳　　入 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　  　額

 1. 診 療 収 入 105,487     

 1. 外 来 収 入 98,999     

 2. そ の 他 の 診 療 収 入 6,488     

 2. 使 用 料 及 び 手 数 料 414     

 1. 使 用 料 144     

 2. 手 数 料 270     

 3. 繰 入 金 116,931     

 1. 他 会 計 繰 入 金 116,931     

 4. 繰 越 金 1,500     

 1. 繰 越 金 1,500     

 5. 諸 収 入 1,264     

 1. 雑 入 1,264     

 6. 町 債 1,800     

 1. 町 債 1,800     

 　　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 227,396     



歳　　出 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　  　額

 1. 総 務 費 138,623     

 1. 施 設 管 理 費 138,223     

 2. 研 究 研 修 費 400     

 2. 医 業 費 60,558     

 1. 医 業 費 60,558     

 3. 公 債 費 27,215     

 1. 公 債 費 27,215     

 4. 予 備 費 1,000     

 1. 予 備 費 1,000     

 　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 227,396     
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第 ２ 表

（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

過 疎 対 策 事 業 1,800 
普通貸借又
は証券発行

5.0％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機構資金に
ついて、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の
利率)

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合
には、その債権者と協定するも
のによる。ただし、町財政の都
合により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができ
る。

計 1,800 

地　　　　　　　　　方　　　　　　　　　債



国民健康保険特別会計（施設勘定）歳入歳出予算事項別明細書 



 

 



１．総　括
歳　　入 （単位　千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

 1. 診 療 収 入 105,487 114,637 △9,150 

 2. 使 用 料 及 び 手 数 料 414 415 △1 

 3. 繰 入 金 116,931 114,115 2,816 

 4. 繰 越 金 1,500 1,500 0 

 5. 諸 収 入 1,264 1,385 △121 

 6. 町 債 1,800 4,000 △2,200 

　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 227,396 236,052 △8,656 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 総 務 費 138,623 135,329 3,294    138,623 

 2. 医 業 費 60,558 72,544 △11,986  1,800  58,758 

 3. 公 債 費 27,215 27,179 36    27,215 

 4. 予 備 費 1,000 1,000 0    1,000 

　　歳     出     合     計 227,396 236,052 △8,656  1,800  225,596 

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特      定      財      源款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
一 般 財 源
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２．歳  入

(款)  1.診療収入 (項)  1.外来収入 （単位　千円）

金　　額

 1.国民健康保険診療報 23,417 22,981 436  1.現 年 度 分 23,417 国民健康保険診療報酬収入現年度分（医科

酬 収 入 ） 9,622

国民健康保険診療報酬収入現年度分（歯科

） 13,795

 2.社会保険診療報酬収 16,790 19,052 △2,262  1.現 年 度 分 16,790 社会保険診療報酬収入現年度分（医科） 5,801

入 社会保険診療報酬収入現年度分（歯科） 10,989

 3.後期高齢者医療診療 38,742 40,810 △2,068  1.現 年 度 分 38,742 後期高齢者医療診療報酬収入現年度分（医

報 酬 収 入 科） 23,038

後期高齢者医療診療報酬収入現年度分（歯

科） 15,704

 4.その他の診療報酬収 1,524 1,777 △253  1.現 年 度 分 1,524 その他の診療報酬収入現年度分（医科） 739

入 その他の診療報酬収入現年度分（歯科） 785

 5.一 部 負 担 金 収 入 18,526 19,529 △1,003  1.医療給付分現年度 18,523 医療給付分現年度分（医科） 7,761

分 医療給付分現年度分（歯科） 10,762

 2.医療給付分過年度 3 医療給付分過年度分（国保・医科） 1

分 医療給付分過年度分（国保・歯科） 2

　　　 計 98,999 104,149 △5,150

(款)  1.診療収入 (項)  2.その他の診療収入

 1.諸 検 査 等 収 入 6,488 10,488 △4,000  1.現 年 度 分 6,488 諸検査等収入現年度分（医科） 5,840

諸検査等収入現年度分（歯科） 648

　　　 計 6,488 10,488 △4,000

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.使用料

 1.使 用 料 144 145 △1  1.行 政 財 産 使 用 料 144 行政財産使用料

　　　 計 144 145 △1

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  2.手数料

 1.文 書 料 270 270 0  1.診 断 書 料 270 診断書料（医科） 97

診断書料（歯科） 2

介護保険意見書 171

節

区　　　分
目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　　　　明



　　　 計 270 270 0

(款)  3.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1.一 般 会 計 繰 入 金 104,603 101,889 2,714  1.一 般 会 計 繰 入 金 104,603 一般会計繰入金

 2.国民健康保険事業特 12,328 12,226 102  1.国民健康保険事業 12,328 国民健康保険特別会計（事業勘定）繰入金

別 会 計 繰 入 金 特 別 会 計 繰 入 金

　　　 計 116,931 114,115 2,816

(款)  4.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰 越 金 1,500 1,500 0  1.繰 越 金 1,500 前年度繰越金

　　　 計 1,500 1,500 0

(款)  5.諸収入 (項)  1.雑入

 1.雑 入 1,264 1,385 △121  1.雑 入 1,264 その他（医科） 168

その他（歯科） 1,096

　　　 計 1,264 1,385 △121

(款)  6.町債 (項)  1.町債

 1.施 設 整 備 事 業 債 1,800 4,000 △2,200  1.過 疎 対 策 事 業 債 1,800 過疎対策事業債

　　　 計 1,800 4,000 △2,200
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３．歳  出

（款）  1.総務費 （項）  1.施設管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.一般管理 138,223 134,929 3,294 138,223  1.報 酬 12,518 会計年度任用職員

費  2.給 料 47,517 一般職 42,971

調整額（医師） 4,546

 3.職員手 44,092 扶養手当 618

当 等 期末手当（一般職） 9,336

勤勉手当 9,227

時間外手当 3,175

管理職手当 1,452

通勤手当（一般職） 787

退職手当組合負担金（一般職） 5,972

往診手当 10

手術手当 1

危険手当 1

調整手当（医師） 2,281

医師研究手当（医師） 9,000

期末手当（会計年度任用職員） 2,232

 4.共済費 15,396 職員共済組合負担金（一般職） 14,622

職員共済組合追加費用等負担金 774

 8.旅 費 637 普通旅費 24

費用弁償 613

10.需用費 5,653 消耗品費 1,158

燃料費 42

光熱水費 3,903

修繕料 550

11.役務費 1,075 通信運搬費 648

手数料 156

保険料 271

12.委託料 6,288 浄化槽維持管理委託 80

医科電子カルテシステム保守点検委

託 356

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



消防設備保守点検委託 93

医療廃棄物処理委託 192

受水槽等清掃消毒委託 83

清掃作業業務委託 444

Ｘ線装置定期保守点検委託 426

歯科電子カルテシステム保守点検委

託 318

Ｘ線被爆測定委託 139

Ｘ線画像読取装置保守点検委託 230

医科電子カルテソフトウェア保守委

託 375

警備委託 462

植木剪定委託 259

画像ファイリングシステム保守委託 283

歯科レントゲンサーバー保守委託 74

内視鏡ビデオシステム保守委託 228

オンライン資格確認システム保守委

託 159

Ⅹ線撮影装置解体処分委託 2,087

13.使用料 3,718 テレビ受信料 51

及び賃 印刷機等使用料 11

借 料 清掃用モップ等使用料 75

歯科電子カルテシステム機器借上料 1,122

コピー機使用料 90

医科電子カルテシステム機器借上料 1,192

トイレ借上料 55

画像ファイリングシステム機器借上

料 1,056

接続サービス利用料 66

18.負担金 1,329 負担金

、補助 　県医師会負担金 53

及び交 　県歯科医師会負担金 236

付 金 　診療施設協議会負担金 210
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

　県央医師会・歯科医師会負担金 94

　県保険医協会負担金 36

　代診医派遣負担金 700

　計 138,223 134,929 3,294 138,223

（款）  1.総務費 （項）  2.研究研修費

 1.研究研修 400 400 0 400  8.旅 費 119 普通旅費 14

費 医師研修旅費 105

10.需用費 160 消耗品費

18.負担金 121 負担金

、補助 　研修負担金

及び交

付 金

　計 400 400 0 400

（款）  2.医業費 （項）  1.医業費

 1.医療用機 5,399 13,896 △8,497 1,800 3,599 10.需用費 600 修繕料

械器具費 13.使用料 2,758 在宅酸素療法装置リース料 423

及び賃 内視鏡リース料 2,287

借 料 心電計リース料 27

デジタルホルダ記録機リース料 21

17.備品購 2,041 機械器具購入

入 費

 2.医療用消 6,520 6,760 △240 6,520 10.需用費 6,520 消耗品費

耗器材費

 3.医療用衛 34,440 37,449 △3,009 34,440 10.需用費 34,440 医薬材料費

生材料費

 4.諸検査委 14,199 14,439 △240 14,199 12.委託料 14,199 医科各種検査委託 2,559

託 費 歯科技工委託 11,640

　計 60,558 72,544 △11,986 1,800 58,758

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　　定　　財　　源目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　　　　明
区　分 金　　額



（款）  3.公債費 （項）  1.公債費

 1.元 金 27,091 27,091 0 27,091 22.償還金 27,091 地方債償還金元金

、利子

及び割

引 料

 2.利 子 124 88 36 124 22.償還金 124 一時借入金利子 25

、利子 地方債償還金利子 99

及び割

引 料

　計 27,215 27,179 36 27,215

（款）  4.予備費 （項）  1.予備費

 1.予 備 費 1,000 1,000 0 1,000

　計 1,000 1,000 0 1,000
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（単位　千円）

（人）

16 12,518 47,517 44,092 104,127 15,396 119,523

17 10,304 50,044 44,959 105,307 15,334 120,641

△1 2,214 △2,527 △867 △1,180 62 △1,118

（単位　千円）

本　年　度 618 11,568 9,227 3,175 1,452 787 5,972

職員手当の
前　年　度 1,218 11,059 9,474 3,510 1,452 787 6,312

比　　　較 △600 509 △247 △335 △340

内　　　訳
本　年　度 2,281 9,012

前　年　度 2,273 8,874

比　　　較 8 138

給　与　費　明　細　書

１．一 般 職

　(１) 総　括

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当



（単位　千円）

（人）

10 47,517 41,860 89,377 15,396 104,773

11 50,044 43,188 93,232 15,334 108,566

△1 △2,527 △1,328 △3,855 62 △3,793

（単位　千円）

本　年　度 618 9,336 9,227 3,175 1,452 787 5,972

職員手当の
前　年　度 1,218 9,288 9,474 3,510 1,452 787 6,312

比　　　較 △600 48 △247 △335 △340

内　　　訳
本　年　度 2,281 9,012

前　年　度 2,273 8,874

比　　　較 8 138

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当

- 41 -



- 42 -

（単位　千円）

（人）

6 12,518 2,232 14,750 14,750

6 10,304 1,771 12,075 12,075

2,214 461 2,675 2,675

（単位　千円）

本　年　度 2,232

職員手当の
前　年　度 1,771

比　　　較 461

内　　　訳
本　年　度

前　年　度

比　　　較

　　イ　会計年度任用職員

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　　分 職  員  数 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当
退職手当組合

負担金
宿日直手当

区　　　分 夜間看護手当 調整手当 特殊勤務手当
管理職特別勤

務手当



（２）給料及び職員手当の増減額の明細
（単位　千円）

区　  分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　 明 備　　　　　　　　　  　   考

　給与改定の状況

　　　　　　給与の改定率        0.15％

給与改定に伴う増減分 17 　　　　　　給与改定の実施時期     4月

　　　　　　給与の改定率       　   ％

　　　　　　給与改定の実施時期      月

　平均昇給率　　 1.51％

　昇給期別職員数　　（昇給期）　　（職員数）

　　　　　　　　　　　　1月　　　　   8人

普通昇給に伴う増加分 160

昇給期間短縮に伴う増加分

　職員数

　　（現に在職する職員数）   （その他）      計

　本年度         10人              人         10人

　前年度         11人              人         11人

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,704 　増　減       △ 1人              人       △ 1人

制度改正に伴う増減分

　期末勤勉手当の支給率

　　　　　　支給期　　6月       12月         計

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,328 　　　　　　支給率　  2.20      2.20         4.40

　　　　　　支給期　　6月       12月         計

　　　　　　支給率　  2.15      2.15         4.30

給   料 △ 2,527

職員手当 △ 1,328

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度前年度

本年度本年度本年度本年度本年度本年度

前年度前年度前年度前年度前年度前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度

前年度

本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度本年度
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(３) 給料及び職員手当の状況

  ア　職員１人当たり給与

 平均給料月額 円

令和５年１月１日現在  平均給与月額 円

 平 均 年 令 歳

 平均給料月額 円

令和４年１月１日現在  平均給与月額 円

 平 均 年 令 歳

  イ　初　任　給

高  　　校　  　卒

大　 　 学　  　卒

                区　         　　　　分 一   般   行   政   職 技   能   労   務   職

355,664 

386,571 

47.87 

348,939 

383,415 

45.97 

国 の 制 度

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

 154,600 円　 151,900 円　  154,600 円　 151,900 円　

 185,200 円　  185,200 円　

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職



  ウ  級別職員数

一   般   行   政   職 技   能   労   務   職

 　5 50.0

　 2 20.0

 　3 30.0

　10 100.0

 　6 54.5

　 3 27.3

 　2 18.2

　11 100.0

（級別の基準となる職務）

区　  　分 １　級 ２  級 ３  級 ４  級 ５　級

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1     級 1     級

2     〃 2     〃

3     〃 3     〃

4     〃

5     〃

6     〃

計 計

1     級 1     級

2     〃 2     〃

3     〃 3     〃

4     〃

5     〃

6     〃

計 計

６  級

区　　分

一　般　行　政　職

主 事 補
技 師 補
主　　事
技　　師
参　　与

主　　事
技　　師
参　　与
専 門 員

主　　幹
技　　幹
係　　長

主    査
技　　査
係　　長

参　　事
補　　佐
支 所 長
所　　長
館　　長

参　　事
課　　長
局　　長

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在
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 エ 　期末手当、勤勉手当

本   年   度

前   年   度

国 の 制 度

  オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度
（月分）

定年退職特別昇給 備      考

支 給 率 等 47.709 47.709 な    し

国 の 制 度
（支給率等）

47.709 47.709 な    し

  カ　その他の手当

支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

2.200 2.200 4.40 有

2.150 2.150 4.30 有

2.200 2.200 4.40 有

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

勧奨退職特別昇給

24.586875 33.27075 な    し な　　し

24.586875 33.27075 な    し な　　し

区　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

区 分
支　給　率　計
（月　　分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備 考



（単位　千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

１． 216,900 200,610 1,800 27,091 175,319 

216,900 200,610 1,800 27,091 175,319 

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 中 増 減 見 込

過 疎 対 策 事 業 債

合 計

区 分 前々年度末現在高
前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 末 現 在 高
見 込 額
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